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第１　調査対象事業及び期間

　　県内市町村等の地方公営企業について、令和２年度の決算、業務状況等を調査したものである。

第２　法適用企業（地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用している企業）

１　施設及び業務状況

　　　施設については、令和３年3月31日現在のものであり､業務状況については、令和２年度における実績である。

　　２　財務諸表

　　　(1)　項目区分は､地方公営企業法施行規則に定める勘定科目に準拠した。

(2) 費用構成表における職員給与費の基本給とは、給料、調整手当及び扶養手当の

合計額をいう。

　　　(3)　資本的収支に関する調中「差引不足額」の算出は、資本的収支額のうち「翌年度へ繰り越される支出の財源充当額」及び「前年度許可債で今年度収入分」を控除した額が資本的支出額に不足する場合のみを集計したものである。したがって全事業についての単純な資本収支差引の額とは一致しないものである。

　　　(4)　不良債務額とは流動負債の額が流動資産の額を超過する額をいい、累積欠損金

とは当年度未処理欠損金の額をいう。

　　３　財務分析

　　　　財務分析による各比率の算出方法は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　自己資本金＋剰余金

　　　①　自己資本構成比率（％）＝　　　　　　　　　　　 ×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　負債資本合計

　　　　　総資本（負債＋資本）に占める自己資本金の割合を示すものであり､この比率が

高ければ高いほど借入金が少ないため、金利負担が軽くその企業経営が安定して

いることを示すものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　固定資産

　　　②　固定資産対長期資本比率（％）＝　　　　　　　　　　　　　　×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資本金＋固定負債＋剰余金

　　　　　企業の固定資産の財源が自己資金及び企業債等の安定した長期資金等でまかな

われているかどうかを示すものであり、これが100を超えている企業は､固定資産

の一部が一時借入金等の短期資金でまかなわれている状態を示しており､これは

企業の運転資金を枯渇せしめるばかりではなく、支払利息等が増嵩し、その経営

は不健全なものとなる。

　　　　　　　　　　　　流動資産

　　③　流動比率（％）＝　　　　　　　　　　　 ×100

　　　　　　　　　　　　　　　　流動負債

　　　　　一時借入金、未払金等1年以内に返済期限が到来する債務（流動負債）に対し､
支払う財源（現金、預金、未収金等の流動資産）をどの程度もっているかという
企業の支払能力を示すものであり、この比率は企業経営上少なくとも100％以上
あることが必要であり､これが100％に満たない場合は不良債務が発生している
ことを表し､その企業の資金状況が非常に悪化（一時借入金が多額にのぼる等）し
ている状態を示すものである。

　　　　　　　　　　　　　　 経常収益

　　④　経常収支比率（％）＝　　　　　 ×100

　　　　　　　　　　　　　　 経常費用

　　　　　当年度の企業の経常収益と経常費用の比率を示すもので､この比率が100％以

上の企業は経常損益が黒字、100％以下の企業は赤字を示すものであり､言い換え
れば100の経常費用がどれだけ経常収益として還元されているかを表し､比率が
高いほど経営状態が良いことを示すものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業収益

5 営業収益対営業費用比率（％）＝　　　　　　×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営業費用

　　　　　当年度の企業の営業収益と営業費用の比率を示すもので､この比率が100％以

上の企業は、本来の営業活動からの採算性を確保していることを示し､言い換えれ

ば、100の営業費用が、どれだけの営業収益として還元されているかを表し､比率
が高いほど経営状態が良いことを示すものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設改良のための企業債償還元金

　　⑥　企業債償還元金対減価償却費比率（％）＝　　　　　　　　　　　　　　　 ×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当年度減価償却費

　　　　　公営企業の建設改良費は、ほとんど起債で措置されているが､この起債の償還の

償還財源としての減価償却費の割合を示すもので、この比率が低いほど減価償却

費（内部留保資金）が起債の償還財源として十分あることを示すものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 建設改良のための企業債償還元金

　　⑦　企業債償還元金対料金収入比率（％）＝　　　　　　　　　　　　　　　 ×100

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 料金収入

　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　 建設改良のための企業債利息

　　⑧　企業債利息対料金収入比率（％）＝　　　　　　　　　　　　　　　 ×100

          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 料金収入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設改良のための企業債元利償還金

　　⑨　企業債元金償還金対料金収入比率（％）＝　　　　　　　　　　　　　　　 ×100

　　　　　           　　　　　　　　　　　　　　　　　　料金収入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 職員給与費

　　⑩　職員給与費対料金収入比率（％）＝　　　　　  ×100

　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 料金収入

　　　　　　　　　　      　　　　　 累積欠損金

11 累積欠損金比率（％）＝　　　　　　　　　　　  ×100

　　　　　　　　　　　　　　　 営業収益－受託工事収益

　　　　　累積欠損金が年間営業収益の何％になっているかを示すものであり､企業経営

の悪化の度合を表わし､この比率が高いほど企業の損益収支の内容が悪化してい

ることを示すものであり､早急に経営改善を図る必要がある。

　      　　　　　　　　　　　　　 不良債務額

　　⑫　不良債務比率（％）＝　　　　　　　　　　　  ×100

　　　　　　　　　　　　　　 営業収益－受託工事収益

　不良債務＝｛流動負債－（流動資産－翌年度繰越財源）｝が年間営業収益の何％になっているかどうかを示すものであり､収益的収支における赤字だけでなく､資本的収支の赤字まで含めて全体でどの位の資金不足の状況にあるかを表している。

　　４　経営分析

(1) 上水道事業及び簡易水道事業の各比率の算出方法は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　 一日平均配水量

　　①　負荷率（％）＝　　　　　　　  ×100

　　　　　　　　　　　 一日最大配水量

　　　　　一日最大配水量（年間を通した配水量の最大の日の配水量）に対する一日平均

配水量（年間総配水量/365）の比率を示し、この比率が低いほど施設の利用割合

（稼動状況）が低く給水原価が割高となることを表すものである。

　　　　　　　　　　　　　 一日平均配水量

　　②　施設利用率（％）＝　　　　　　　　×100

　　　　 　　　　　　　　　 一日配水能力

　　　　　水道の配水能力に対して現在平均してどれくらい配水しているかを示し､いわ

ば現在の施設をどの程度利用しているかを表すものである。
　　　　　　　　　　　　　 一日最大配水量

　　③　最大稼働率（％）＝　　　　　　　  ×100

　　　　　 　　　　　　　　 一日配水能力

　　　　　水道の配水能力に対し､最大どれくらい配水したかを示し､この比率がほぼ

100％であることが望ましく、これが100％に達していない場合には、先行投資の

割合が高いことを表すものである。

　　　　　　　　　　　 年間総有収水量

　　④　有収率（％）＝　　　　　　　  ×100

 　　　　　　　　　　　 年間総配水量

　　　　　配水量に対し、料金として回収される水量（有収水量）がどれ位あるかを示す

ものであり､この割合が小さいほど事業の効率が低く､給水原価が割高となること

を表し､その企業にあっては漏水対策、不感メーターの取り替え、計量制の完全

実施等を行い有収率の向上を図る必要がある。

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年間総配水量
⑤　配水管使用効率（１ｍ当たり㎥）＝
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 導送配水管延長
　　　　　導送配水管の使用効率を示すものであり、この効率が高いほど導送配水管の延

長に対し配水量が多く使用効率が良いことを表すものである。
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年間総配水量
　　⑥　固定資産使用効率（１万円当たり㎥）＝
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 有形固定資産
　　　　　水道事業は、装置企業といわれるくらい、総資産に占める有形固定資産の割合

が高いものであるが、この有形固定資産に対し配水量がどの程度あるかをみるも

のであり、この比率が高いほど効率が良いことを表し、低い場合には、資本費が
増嵩し給水原価が割高となることを示すものである。
　　⑦　供給単価（１㎥当たり円）（上水道の場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  給水収益
　　　　　　　　　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　 年間総有収水量
　　　　供給単価（１㎥当たり円）（簡易水道の場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  料金収入
　　　　　　　　　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　 年間総有収水量
　　　　　１㎥当たりどれだけの料金により供給したかを示すものである。
　　⑧　給水原価（１㎥当たり円）（上水道の場合）
　　　　　　経常費用－（受託工事費＋附帯事業費＋材料及び不用品売却原価）
　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　年　間　総　有　収　水　量
　　　　給水原価（１㎥当たり円）（簡易水道の場合）
　　　　　　経常費用－（受託工事費＋減価償却費（法適用企業のみ））＋地方債償還金
　　　　＝
　　　　　     　　　　　　　　　年　間　総　有　収　水　量
　　　　　１㎥給水するのに原価がどれだけ要したかを示すものであり、供給単価よ　　

りこれが高ければ料金の改正を検討する必要があることを表すものである。
　　⑨　資本費（１㎥当たり円）（上水道の場合）
　　　　　　　　　　　　　企業債利息＋減価償却費＋受水費のうち資本費相当額
　　　　　　　　　　　＝
　　　　　　　             　　　　　　　　年間総有収水量
　　　　資本費（１㎥当たり円）（簡易水道の場合）
　　　　　　　　　　　　　地方債償還元金＋地方債利息＋受水費のうち資本費相当額
　　　　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　             　　　年間総有収水量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   現在給水人口
⑩　職員１人当たり給水人口（人）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 損益勘定所属職員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年間総有収水量
　　⑪　職員１人当たり給水量（㎥）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　損益勘定所属職員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　営業収益
　　⑫　職員１人当たり営業収益（千円）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  損益勘定所属職員
　(2)　病院事業の各比率の算出方法は、次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　年延入院患者数
　　①　病床利用率（％）＝                  ×100
　　　　　　　　　　　　  　　年延病床数
　　　　　　　　　　　　　　　　　年延外来患者数
　　②　外来入院患者比率（％）＝                   ×100
　　　　　　　　　　　　　　　　　年延入院患者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延入院・外来患者数
　　③　職員１人１日当たり患者数（人）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年延職員数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延入院患者数
　　　　職員１人１日当たり入院患者数（人）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延職員数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延外来患者数
　　　　職員１人１日当たり外来患者数（人）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延職員数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 入院収益
　　④　患者１人１日当たり診療収入（入院）（円）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延入院患者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 外来収益
　　　　患者１人１日当たり診療収入（外来）（円）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延外来患者数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入院・外来収益
　　⑤　職員１人１日当たり診療収入（円）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延職員数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 薬　品　費
　　⑥　患者１人１日当たり薬品費（円）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延入院・外来患者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　患者用給食材料費
　　⑦　入院患者１人１日当たり給食材料費（円）＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年延入院患者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　薬品収入（投薬分）
　　⑧　投薬薬品使用効率（％）＝                      ×100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　投薬薬品費
　　　　　　　　　　　　　　　　　薬品収入（注射分）
　　⑨　注射薬品使用効率（％）＝                      ×100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注射薬品費
　　　

　　　　薬品材料費は、病院費用のうち、人件費に次いで構成割合が高く、薬品使用の効
率化が十分図られているかどうかは病院経営に大きな影響を及ぼす。
　　　　投薬（注射）薬品使用効率は、投薬（注射）を100使用した場合、収入額はいく

らになるかという率を示し、これが県平均等に比較して低い場合は、薬品の購入単

価が高いか、使用管理面についてロスが生じていないか、使用薬品について診療報

酬を請求する段階で記入洩れ等がないかどうかを点検する必要があることを表して
いる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療材料費
　　⑩　医療材料費消費率（％）＝                  ×100
　　　　　　　　　　　　　　　　　入院・外来収益
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員給与費
　　⑪　医業収益に対する職員給与費の割合（％）＝               ×100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 医業収益
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療材料費
　　⑫　医業収益に対する医療材料費の割合（％）＝               ×100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 医業収益
　　⑬　薬品の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　 薬品収入
　　　　薬品収入の割合（％）＝                  ×100
　　　　　　　　　　　　　　　　入院・外来収益
　　⑭　検査の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　 検査収入
　　　　検査収入の割合（％）＝                  ×100
　　　　　　　　　　　　　　　　入院・外来収益
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間検査件数
　　　　患者100人当たり検査件数（件）＝                         ×100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延入院・外来患者数
　　⑮　Ｘ線使用状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｘ線収入
　　　　Ｘ線収入の割合（％）＝                  ×100
　　　　　　　　　　　　　　　　入院・外来収益
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    Ｘ線検査件数
　　　　患者 100人当たりＸ線検査件数（件）＝                         ×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年延入院・外来患者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度末職員数
　　⑯　病床100床当たり職員数（人）＝                 ×100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度末病床数
　(3)　職種別給与に関する調

　　①　令和２年度中の常時雇用職員について調製したものである。
　　②　年延職員数とは、年度中の毎月末において在職した職員数の合計である。
　　③　平均月収額は、年間支払額を年延職員数で除した額である。
　　④　平均年齢は、延職員年齢数を職員数で除したものである。
第３　法非適用企業

１　施設については、令和３年３月31日現在のものであり、業務状況については、令和２年度における実績である。
２　歳入歳出決算の状況      
　 　歳入歳出決算に関する調及び地方債に関する調は、令和元年度の実績を、法適用企業に準じて作成したものである。
３　職員数は、令和３年３月31日現在のものである。

※　各表の数値は端数処理により一致しない場合があること。
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